
【 実 施 主 体 】埼玉県
【 調 査 地 点 】８３２地点（住宅地６５０地点　商業地１３６地点　工業地４３地点　林地３地点）

【 調査基準日 】平成２９年７月１日

平均変動率の推移 （単位： ％）

年 H 10 H 11 H 12 H 13 H 14 H 15 H 16 H 17 H 18 H 19 H 20 H 21 H 22 H 23 H 24 H 25 H 26 H 27 H 28 H 29

住宅地 ▲ 5.1 ▲ 7.1 ▲ 6.5 ▲ 5.5 ▲ 5.8 ▲ 5.9 ▲ 4.7 ▲ 3.0 ▲ 0.9 1.7 0.9 ▲ 5.4 ▲ 3.4 ▲ 2.7 ▲ 1.7 ▲ 0.7 0.0 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.1

商業地 ▲ 10.6 ▲ 11.5 ▲ 10.4 ▲ 8.4 ▲ 7.3 ▲ 7.3 ▲ 6.1 ▲ 3.8 ▲ 0.7 2.6 1.7 ▲ 6.7 ▲ 4.1 ▲ 3.3 ▲ 2.0 ▲ 0.8 0.2 0.2 0.2 0.5

工業地 ▲ 6.0 ▲ 8.6 ▲ 8.8 ▲ 6.9 ▲ 8.9 ▲ 9.4 ▲ 8.2 ▲ 5.3 ▲ 1.1 1.9 3.1 ▲ 5.2 ▲ 3.2 ▲ 2.7 ▲ 1.9 ▲ 0.5 0.6 0.9 1.8 3.1

※　平均変動率は、基準地（新設・選定替地点を除く）ごとの価格の対前年変動率の合計を基準地数で除して求めたものをいう。

平成２９年度　地価調査結果の概要
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１ 県平均変動率

２ 市町村平均変動率（住宅地）

≪地価調査制度≫

t 平成２９年度 市町村平均変動率一覧（住宅地）

○ 住宅地 ０．１％   ９年ぶりのプラス

・都心３０㎞圏内を中心に上昇

・県北、秩父地域は下落傾向が継続も、下落幅は縮小

○ 商業地 ０．５％   ４年連続プラス

・大宮駅周辺のオフィス需要拡大に伴う上昇

・再開発が予定されている浦和駅・川口駅・所沢駅周辺の上昇

○ 工業地 ３．１％   ４年連続プラス

・圏央道を中心としたＩＣ周辺の物流適地での需要が堅調

・圏央道入間ＩＣ付近の工業団地は引き続き上昇傾向

県北、秩父地域を中心に下落している市町村は依然として多いが、上昇及び横ばいの市町が増加している。

平成２８年度

嵐山町▲0.8

さいたま市0.9
川越市0.1

熊谷市▲1.0

川口市0.5

行田市▲2.0

秩父市▲1.1

所沢市0.3

飯能市▲0.6

加須市▲1.2

本庄市▲1.4

東松山市0.0

狭山市▲0.3

羽生市▲1.8

鴻巣市▲0.6

深谷市▲0.7

上尾市0.0

草加市0.2

春日部市▲0.1

越谷市0.2

久喜市▲0.3幸手市▲0.3

杉戸町▲0.2

宮代町▲0.3

白岡市0.0

蓮田市▲0.2

松伏町▲0.8

吉川市0.2

三郷市▲0.1

八潮市▲0.2

蕨市0.8

戸田市1.1

和光市0.8

朝霞市0.6

志木市0.3

新座市0.5

富士見市0.7

三芳町0.7

ふじみ野市0.9

入間市0.1

伊奈町0.4
桶川市▲0.3

北本市▲0.1

吉見町▲1.0

川島町▲0.9

坂戸市▲0.3

鶴ヶ島市▲0.3

日高市▲1.0

毛呂山町▲1.4

越生町▲0.9

鳩山町▲1.1

滑川町▲0.4

小川町▲1.0

ときがわ町▲1.2

横瀬町▲0.9

小鹿野町▲1.2

皆野町▲2.3

寄居町▲3.0

長瀞町▲2.2

美里町▲2.4

上里町▲0.6

神川町▲1.3

東秩父村▲1.2

区　分 平成２９年度 平成２８年度 増減

上　昇 ２１ １８ ３

横ばい ４ ３ １

下　落 ３８ ４２ ▲４

0 ～ 2

-2 ～ 0
-4 ～ -2

嵐山町 ▲0.9

さいたま市 1.1
川越市 0.3

熊谷市 ▲0.4

川口市 0.7

行田市 ▲2.0

秩父市 ▲0.9

所沢市 0.8

飯能市 ▲0.5

加須市 ▲0.4

本庄市 ▲0.6

東松山市 0.0

狭山市 ▲0.2

羽生市 ▲1.3

鴻巣市 ▲0.5

深谷市 ▲0.5

上尾市 0.3

草加市 1.0

春日部市 ▲0.2

越谷市 0.9

久喜市 0.0 幸手市 ▲0.5

杉戸町 ▲0.1

宮代町 ▲0.3

白岡市 0.0

蓮田市 0.3

松伏町 ▲0.6

吉川市 0.2

三郷市 0.0

八潮市 0.2
蕨市 0.9

戸田市 1.3

和光市 1.7

朝霞市 1.2

志木市 0.7

新座市 0.5

富士見市 0.9

三芳町 0.7

ふじみ野市 1.1

入間市 0.1

伊奈町 0.3
桶川市 ▲0.1

北本市 ▲0.2

吉見町 ▲0.8

川島町 ▲0.9

坂戸市 ▲0.5

鶴ヶ島市 ▲0.2

日高市 ▲0.6

毛呂山町 ▲1.6

越生町 ▲1.1

鳩山町 ▲1.2

滑川町 ▲0.4小川町 ▲1.1

ときがわ町 ▲2.1

横瀬町 ▲0.6

小鹿野町 ▲1.2

皆野町 ▲2.1

寄居町 ▲1.4

長瀞町 ▲2.1

美里町 ▲1.9

上里町 ▲0.3

神川町 ▲0.8

東秩父村 ▲1.4

単位（％）



変動率別地点数内訳表（平成２９年度） （単位：地点）　

参考（平成２８年度） （単位：地点）　

■ 変動率順位表

順
位

価格
(円／㎡)

1 － 410,000

2 66 91,000

3 1 270,000

1 － 586,000

2 1 1,930,000

3 5 520,000

1 14 64,800

2 13 36,000

3 － 40,000

■ 最高価格地点

順
位

価格
(円／㎡)

1 410,000

1 1,930,000

－ －

※川口-32：平成２８年度より当該地点の調査を行っているため、平成２８年度の変動率の表示はない。

　 さいたま桜9-1：平成２９年度新規地点のため、平成２９年度の変動率及び平成２８年度の順位、変動率、価格の表示はない。

（単位：地点）　

※　県が実施している地価調査は７月１日時点、国が実施している地価公示は１月１日時点の価格を調査。
　　 新設や選定替のため、昨年下半期と今年上半期の地点数合計は一致していない。

工業地 さいたま桜９－１ － 185,000 さいたま市桜区町谷４丁目９５番１外「町谷４－７－２１」

商業地 6.0

1.4
桶川９－１ 5.5 42,200 桶川市赤堀１丁目７番 －

※川口-32、さいたま浦和5-5、桶川9-1：平成２８年度より当該地点の調査を行っているため、平成２８年度の順位、変動率の表示はない。

工
業
地

住宅地

772

入間９－１ 9.6 71,000 入間市大字狭山ケ原字松原１０８番１４

東松山９－１ 東松山市大字新郷８８番８

さいたま市浦和区仲町１丁目９７番１「仲町１－６－１」（浦和さくら草ビル）

202 276

宅地計

林地
202

0
276

0

253 761 68 829
0 0 3 3 0 3

期　　　間

昨年下半期
（平成２８年７月１日～平成２９年１月１日）

今年上半期
（平成２９年１月１日～平成２９年７月１日）

62

15

77

区分
継続地点

上昇 横ばい

72

下落
合計

9

2

11

6.0

1.3

27住宅地

商業地 6 5 13

59

－

－

－

２８年度

 所在地「住居表示」（ビル名）

川口市本町４丁目１４２番８外「本町４－１０－８」 －

さいたま市大宮区桜木町２丁目４番９（榎本ビル）

さいたま市浦和区岸町７丁目９番「岸町７－１－７」（浦和チクラビル）

変動率
(％)

3.8

32

川口市本町４丁目１４２番８外「本町４－１０－８」

越谷市大字大道字房田８０３番１（西大袋２４－５）

さいたま市南区鹿手袋４丁目５３７番２「鹿手袋４－９－５」 4.2

1.1

3

区分 基準地番号

282 15

2

760

757
3

15
0

4 118
9 622

33 48 33 114

新設・
選定替

合計
上昇 横ばい 下落 小計

継続地点

2,050,000

計

住宅地

商業地

29 32

30

7

さいたま市大宮区桜木町２丁目４番９（榎本ビル）

23

6

6

32

2

8

26

計 37

さいたま大宮５－３

6.2

さいたま浦和５－５

さいたま大宮５－３

624,000

4.9 430,000

6.2

550,000

8.6

区分

川口－３２

基準地番号

２９年度

商
業
地

変動率
(％)

価格
(円／㎡)

2,050,000

256

さいたま浦和５－２

39,100

95,000

5.8

1 30

さいたま南－２

6.5

279

4.1 281,000

住
宅
地

217 245 613

越谷－２０ 4.4

3
合計

 所在地「住居表示」（ビル名）

２８年度

川口－３２

変動率
(％)

順
位

4.9 430,000

価格
(円／㎡)

変動率
(％)

用途区分

11
商業地

住宅地 151

工業地 18

247

商業地

宅地計

林地
247

261合計

261

617住宅地 181 212

工業地 1

775

24

650
136

小計下落

115 2128
14

上昇

764 68

商業地

29 43

継続地点 新設・
選定替

合計

住宅地

用途区分

832

42

２９年度

4

横ばい

224 33
45

※割合は小数点以下四捨五入のため合計が１００％とならない場合

がある。

上昇

29%
下落

36% 上昇

37%

下落
24%

４ 個別変動率順位及び最高価格地

５ 共通地点

３ 用途区分別変動率

平成２９年度

上昇

25%
下落

40%

上昇

29%
下落

29%

平成２８年度

○ 住宅地では、変動率上昇地点が増加し、下落地点及び横ばい地点が減少した。

○ 商業地では、変動率上昇地点が増加し、下落地点及び横ばい地点が減少した。

○ 工業地では、変動率上昇地点が増加し、横ばい地点が減少した。

○ 住宅地の変動率１位・３位地点は、都心への通勤・通学に利便性の高い駅周辺、２位地点は新規道路の開通

など利便性向上が図られた地点。

○ 商業地変動率１位・３位地点は店舗需要の強い浦和駅周辺、２位地点はオフィス需要の強い大宮駅周辺。

○ 工業地の変動率上位３地点は、圏央道を中心とするインターチェンジ周辺の物流適地。

地価調査の調査地点（基準地）と地価公示の調査地点（標準地）が共通する地点の半年ごとの変動率は、

住宅地では上昇地点が増加、横ばい・下落地点は減少し、商業地ではほぼ同じ傾向を示している。

横ばい

34%
横ばい

39%

横ばい

35%
横ばい

42%


